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Ⅰ 調査方法

１．定期借地権付住宅の供給実態調査

（１）民間事業者を対象とするアンケート調査

平成２１年に民間事業者により新規供給された定期借地権付住宅（一戸建持家（建築条

件付土地を含む。）、分譲マンション及び賃貸マンション･アパート）について、以下の２

３１民間事業者を対象としてアンケート調査を実施し、回答された調査票について集計・

分析を行った。（回答数７１、回収率３０.７％）

 平成７年以降、定期借地権付住宅の供給実績があった事業者（１９６）

 定期借地権推進協議会の会員会社（３４）

 業界新聞･ニュース、定期借地権に関係する団体の発信情報及びインターネット情報

等により平成２１年に定期借地権付住宅を供給したことを把握した事業者（９、この

うち８は上記１９６と重複する。）

 定期借地権推進協議会事務局への窓口相談、電話相談等により平成２１年に定期借地

権付住宅を供給したことを把握した事業者（５、全て上記１９６と重複する。）

（２）公的主体を対象としたアンケート調査

平成２１年に公的主体により新規供給された定期借地権付住宅（一戸建持家（建築条件

付土地を含む。）、分譲マンション及び賃貸マンション・アパート）について、以下の公的

主体２,９４５団体を調査対象としてアンケート調査を実施し、回答された調査票につい

て集計・分析を行った。（回答数１,２７５、回収率４３.３％）

 地方公共団体（４７都道府県、１,７９５市町村）

 地方住宅供給公社（５０）

 土地開発公社（１,０５１）

 (財)首都圏不燃建築公社

 (独)都市再生機構

※ 公的主体による定期借地権付住宅の供給とは、「公的主体が土地を所有し、自ら定期

借地権付住宅を供給したもの」、「公的主体が土地を所有し、民間事業者が定期借地権付

住宅を供給したもの」及び「公的主体が民間の土地を借地し定期借地権付住宅を供給し

たもの」の３種類を指す。
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（３）重複の排除

民間事業者及び公的主体による平成２１年の新規供給実績について、公的主体が土地を

所有して民間事業者が住宅を供給したものは、民間事業者へのアンケートと公的主体への

アンケートの両方に回答されるため、重複を排除し、このような回答については公的主体

の供給に計上した。

（４）販売単位

アンケート調査において、供給された住宅の属性は、販売単位（同一の建売住宅又はマ

ンション等で同時に販売又は入居者募集がされた住宅群）毎に把握しているため、基本的

な属性分析は、販売単位を用いて行い、必要な場合に限り戸数換算して行った。

２．定期借地権付住宅の二次流通実態調査

（１）不動産流通機構における成約データ調査（量的把握）

財団法人東日本不動産流通機構、社団法人中部圏不動産流通機構、社団法人近畿圏不動

産流通機構及び社団法人西日本不動産流通機構の４団体から国土交通省を通じ、平成２１

年１月～１２月末までに登録された物件の中の、定期借地権付住宅に関するデータ（一戸

建持家・分譲マンションの別、地域、権利の種類、築年数、価格の５項目）を取得し、集

計・分析を行った。（把握件数２５５件）

（２）成約事例アンケート調査（事例詳細把握）

定期借地権付住宅の二次流通の実績を有する不動産流通業者に対し、平成２０年に成約

した物件の規模、価格･地代の増減等の詳細項目についてのアンケート調査を行うととも

に、適宜ヒアリングを実施し集計・分析を行った。（回収件数７１件）
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Ⅱ 調査結果のポイント

１. 全国の定期借地権付住宅の供給戸数は累計で７３,８０８戸

定期借地権付住宅の供給は平成５年から始まり、平成２１年までの供給戸数は累計で７３,

８０８戸である。

内訳は、一戸建持家が累計３６,２９７戸、分譲マンションが累計２０,７１１戸、賃貸マン

ション・アパートが累計で１６,８００戸となっている。

供給主体別に見ると、公的主体による供給戸数は累計で２１,７４４戸、民間事業者による

供給戸数は累計で５１,８８２戸となっている。

２. 平成２１年に供給された定期借地権付住宅は２,４６１戸

定期借地権付住宅の供給は、前年、過去最多となる７,２０６戸であったが、平成２１年は

制度創設直後の平成６年とほぼ同水準となる２,４６１戸となった。

内訳は、一戸建持家が４２２戸、分譲マンションが６２０戸、賃貸マンション・アパートが

１,４１９戸となっている。

供給主体別に見ると、平成２１年の公的主体による供給戸数は８１２戸、民間事業者による

供給戸数は１,６４９戸となっている。

平成２１年の供給戸数は、前年と比べ大幅に減少しているが、この主な原因は、(独)都市再

生機構の民間供給支援型賃貸住宅制度(※)による賃貸住宅用地の供給の大幅な減少である。

※ 「民間供給支援型賃貸住宅制度」とは、民間事業者による良質な賃貸住宅の供給促進を目

的として(独)都市再生機構が平成１４年から開始した制度で、職住近接の魅力ある都市を形

成するため、(独)都市再生機構が整備した敷地について定期借地権制度を利用して民間事業

者に賃貸することにより、民間事業者による賃貸住宅の建設・供給を支援する制度である。

表１ 定期借地権付住宅の種類・主体別供給戸数（累計）（上段：戸数、下段％）

73,808 21,744 51,882 182

100.0 29.5 70.3 0.3

36,297 11,303 24,876 118

100.0 31.1 68.5 0.3

20,711 1,939 18,708 64

100.0 9.4 90.3 0.3

16,800 8,502 8,298 0

100.0 50.6 49.4 0.0

合計 公的 民間 不明

全体

持
家

一戸建て

分譲マンション

賃貸
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表２ 平成２１年の定期借地権付住宅の種類・主体別供給戸数（上段：戸数、下段％）

2,461 812 1,649 0

100.0 33.0 67.0 0.0

422 290 132 0

100.0 0.7 0.3 0.0

620 39 581 0

100.0 0.1 100.0 0.0

1,419 483 936 0

100.0 50.6 49.4 0.0

合計 公的 民間

賃貸

不明

全体

持
家

一戸建て

分譲マンション

図１ 定期借地権付住宅供給戸数の推移
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表３ 定期借地権付住宅供給戸数の推移（上段：戸数、下段：％）

合 計
平成
５年

平成
６年

平成
７年

平成
８年

平成
９年

平成
10年

平成
11年

平成
12年

平成
13年

平成
14年

平成
15年

平成
16年

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

供給
時期
不明

73,808 261 2,272 3,875 5,078 3,879 4,517 5,564 5,840 5,790 5,332 5,315 4,163 4,361 2,622 5,195 7,206 2,461 77

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

36,297 102 1,736 2,662 3,303 2,921 3,083 3,331 4,455 3,509 3,740 2,961 1,514 1,051 425 710 295 422 77

49.2 39.1 76.4 68.7 65.0 75.3 68.3 59.9 76.3 60.6 70.1 55.7 36.4 24.1 16.2 13.7 4.1 17.1 100.0

20,711 159 536 1,213 1,726 934 1,389 2,098 1,312 2,281 1,546 1,154 1,369 1,244 698 1,295 1,137 620 0

28.1 60.9 23.6 31.3 34.0 24.1 30.8 37.7 22.5 39.4 29.0 21.7 32.9 28.5 26.6 24.9 15.8 25.2 0.0

16,800 0 0 0 49 24 45 135 73 0 46 1,200 1,280 2,066 1,499 3,190 5,774 1,419 0

22.8 0.0 0.0 0.0 1.0 0.6 1.0 2.4 1.3 0.0 0.9 22.6 30.7 47.4 57.2 61.4 80.1 57.7 0.0

全 体

一戸建て

分譲マンション

賃貸

持
家

表４ 定期借地権付賃貸マンション・アパート供給戸数の推移 （上段：戸数、下段：％）

合 計
平成
５年

平成
６年

平成
７年

平成
８年

平成
９年

平成
10年

平成
11年

平成
12年

平成
13年

平成
14年

平成
15年

平成
16年

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

16,800 0 0 0 49 24 45 135 73 0 46 1,200 1,280 2,066 1,499 3,190 5,774 1,419

100.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.1 0.3 0.8 0.4 0.0 0.3 7.1 7.6 12.3 8.9 19.0 34.4 8.4

8,502 0 0 0 49 24 45 135 73 0 46 0 257 1,139 547 2,324 3,380 483

100.0 0.0 0.0 0.0 0.6 0.3 0.5 1.6 0.9 0.0 0.5 0.0 3.0 13.4 6.4 27.3 39.8 5.7

8,298 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,200 1,023 927 952 866 2,394 936

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.5 12.3 11.2 11.5 10.4 28.9 11.3

全 体

公的主体

民 間
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３．平成２１年の定期借地権付住宅の二次流通は前年から横ばい

平成２１年の定期借地権付住宅の二次流通戸数は、前年と同じ２５５戸である。

また、平成５年から平成２１年までの累計では、１,６２８戸（一戸建持家６３０戸、分譲

マンション９９８戸）である。

図２ 二次流通戸数の推移
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表５ 二次流通戸数の推移

合計
平成
5年

平成
6年

平成
7年

平成
8年

平成
9年

平成
10年

平成
11年

平成
12年

平成
13年

平成
14年

平成
15年

平成
16年

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

平成
21年

1,628 4 7 7 10 24 24 36 44 50 68 117 161 194 183 189 255 255 255

100.0 0.2 0.4 0.4 0.6 1.5 1.5 2.2 2.7 3.1 4.2 7.2 9.9 11.9 11.2 11.6 15.7 15.7 15.7

630 1 1 3 3 16 14 22 26 19 32 58 53 69 71 79 81 82 82

100.0 0.2 0.2 0.5 0.5 2.5 2.2 3.5 4.1 3.0 5.1 9.2 8.4 11.0 11.3 12.5 12.9 13.0 13.0

998 3 6 4 7 8 10 14 18 31 36 59 108 125 112 110 174 173 173

100.0 0.3 0.6 0.4 0.7 0.8 1.0 1.4 1.8 3.1 3.6 5.9 10.8 12.5 11.2 11.0 17.4 17.3 17.3

全 体

マンション

一戸建て
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Ⅲ 調査結果

１. 定期借地権付持家の供給実態

（１）供給量

（全体）

・ 定期借地権付持家の供給は平成５年から始まり、平成２１年までの供給戸数は累計で

５７,００８戸である。

なお、その内訳は、一戸建持家は累計で３６,２９７戸、分譲マンションは累計で２０,

７１１戸である。

・ 定期借地権付持家は、平成１３年をピークに減少傾向をたどる中、平成１９年に少し

増加したが、平成２０年に再び減少傾向に転じ、平成２１年は１,０４２戸と前年を更に

下回った。その内訳を見ると、一戸建持家４２２戸、分譲マンション６２０戸となって

いる。

・ 一戸建持家については、平成１７年までは販売戸数が１,０００戸を超えていたが、平

成１８年に４００戸台に大幅に落ち込み、その後低水準に留まっている。しかしながら

平成２１年は前年の２９５戸に比べ増加した。

・ 一方、平成１９年、平成２０年と１,０００戸前後に推移した分譲マンションが平成１

８年の同水準まで大幅に落ち込んだ。（前掲表３（Ｐ４）を参照）

（地域別）

・ 定期借地権付持家は、累計で三大都市圏では全体の８３.１％が供給されており、なか

でも首都圏が４０.９％と最も多い。

・ 平成２１年の分譲マンション供給量を見ると、近畿圏が非常に少なくなっている。

（種類別）

・ 累計での借地権の種類を見ると、一戸建持家、分譲マンションともほとんどが一般定

期借地権であり、建物譲渡特約付借地権は僅少となっている。

・ 累計での権利の種類を見ると、一戸建持家は賃借権が大半を占めるのに対し、分譲マ

ンションでは地上権の方が多くなっている。
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表６ 地域別定期借地権付持家供給戸数の推移（上段：戸数、中段：分譲マンションの戸数（上段の内数）、下段：％）

合 計
平成
５年

平成
６年

平成
７年

平成
８年

平成
９年

平成
10年

平成
11年

平成
12年

平成
13年

平成
14年

平成
15年

平成
16年

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

供給
時期
不明

57,008 261 2,272 3,875 5,029 3,855 4,472 5,429 5,767 5,790 5,286 4,115 2,883 2,295 1,123 2,005 1,432 1,042 77

(20,711) (159) (536) (1,213) (1,726) (934) (1,389) (2,098) (1,312) (2,281) (1,546) (1,154) (1,369) (1,244) (698) (1,295) (1,137) (620) (0)

100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

23,294 76 786 1,666 1,792 1,486 1,684 1,999 1,925 2,211 2,008 990 1,728 1,230 716 1,451 967 565 14

(8,900) (34) (88) (264) (452) (206) (473) (777) (154) (829) (733) (105) (1,021) (762) (509) (1,072) (902) (519) (0)

40.9 29.1 34.6 43.0 35.6 38.5 37.7 36.8 33.4 38.2 38.0 24.1 59.9 53.6 63.8 72.4 67.5 54.2 18.2

10,089 164 700 1,122 1,458 802 504 764 626 592 712 981 475 610 184 55 187 115 38

(4,718) (125) (342) (387) (598) (279) (128) (292) (255) (344) (434) (491) (283) (421) (123) (6) (139) (71) (0)

17.7 62.8 30.8 29.0 29.0 20.8 11.3 14.1 10.9 10.2 13.5 23.8 16.5 26.6 16.4 2.7 13.1 11.0 49.4

13,944 21 311 759 1,138 1,008 1,561 1,661 1,980 1,621 1,653 1,324 167 171 45 331 161 10 22

(5,226) (0) (50) (469) (512) (327) (692) (796) (710) (640) (259) (458) (0) (0) (0) (217) (96) (0) (0)

24.5 8.0 13.7 19.6 22.6 26.1 34.9 30.6 34.3 28.0 31.3 32.2 5.8 7.5 4.0 16.5 11.2 1.0 28.6

47,327 261 1,797 3,547 4,388 3,296 3,749 4,424 4,531 4,424 4,373 3,295 2,370 2,011 945 1,837 1,315 690 74

(18,844) (159) (480) (1,120) (1,562) (812) (1,293) (1,865) (1,119) (1,813) (1,426) (1,054) (1,304) (1,183) (632) (1,295) (1,137) (590) (0)

83.1 100 79.1 91.6 87.2 85.4 83.9 81.5 78.6 76.4 82.8 80.1 82.2 87.7 84.2 91.6 91.8 66.2 96.2

9,681 0 475 328 641 559 723 1,005 1,236 1,366 913 820 513 284 178 168 117 352 3

(1,867) (0) (56) (93) (164) (122) (96) (233) (193) (468) (120) (100) (65) (61) (66) (0) (0) (30) (0)

17.0 0.0 20.9 8.5 12.7 14.5 16.2 18.5 21.4 23.6 17.3 19.9 17.8 12.4 15.9 8.4 8.2 33.8 3.9

注： 首都圏 ： 茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県

中部圏 ： 愛知県、三重県、岐阜県、静岡県

近畿圏 ： 京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、滋賀県、和歌山県

その他
の地域

全 体

首都圏

中部圏

合計

三
大
都
市
圏 近畿圏

図３ 定期借地権付持家供給戸数の推移

2,272

3,875

5,029

3,855

4,472

5,286

4,115

5,429

1,0421,432

5,7905,767

261

2,005

2,295

2,883

1,123

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成
５年

平成
６年

平成
７年

平成
８年

平成
９年

平成
10年

平成
11年

平成
12年

平成
13年

平成
14年

平成
15年

平成
16年

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

全体戸数

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500
圏域別戸数

全体
首都圏
中部圏
近畿圏
その他の地域

表７ 借地権の種類・地域別供給量（累計）（上段：販売単位数、下段：％）
三大都市圏

首都圏 中部圏 近畿圏

4,181 1,558 1,095 923 605

100.0 37.3 26.2 22.1 14.5

一般定期借地権付 3,722 1,426 945 806 545

一戸建持家 100.0 38.3 25.4 21.7 14.6

一般定期借地権付 407 112 137 109 49

分譲マンション 100.0 27.5 33.7 26.8 12.0

建物譲渡特約付借地権 44 15 13 6 10

一戸建持家 100.0 34.1 29.5 13.6 22.7

建物譲渡特約付借地権 8 5 0 2 1

分譲マンション 100.0 62.5 0.0 25.0 12.5

その他
の地域

合 計

全 体
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表８ 借地権の種類別・権利の種類（累計） （上段：販売単位数、下段：％）

合 計 地上権 賃借権 無回答

4,181 489 3,241 451

13.1 86.9

一般定期借地権付 3,722 251 3,070 401

一戸建持家 7.6 92.4

一般定期借地権付 407 232 131 44

分譲マンション 63.9 36.1

建物譲渡特約付借地権 44 5 38 1

一戸建持家 11.6 88.4

建物譲渡特約付借地権 8 1 2 5

分譲マンション 33.3 66.7

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

全 体

（２）一般定期借地権付一戸建持家の供給実態

表７（Ｐ７）によると、定期借地権付一戸建持家のほとんどは一般定期借地権付一戸建

持家であることから、一般定期借地権付一戸建持家について集計･分析する。

① 敷地面積

・ 一戸当たりの敷地面積について、累計での平均は２２４.５㎡である。敷地面積の平

均の年別推移を見ると、平成１０年までは２００㎡前後を推移していたが、平成１１

年以降は２０２～２４５㎡で推移している。

平成２１年については、平均３１９.２㎡と際立って広くなっているが、これは、島

根県境港市の１販売単位で２８９戸のものがあり、その１区画（戸）当たりの敷地面

積が約３４０㎡であったことによるものである。

・ 地域別の累計の一戸当たりの敷地面積を見ると、その他の地域が平均２５５.０㎡と

最も広い。三大都市圏の中では、中部圏が最も広く、次いで近畿圏、首都圏の順にな

っている。首都圏では平均２０８.８㎡である。
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表９ 一戸当たり敷地面積の推移 （上段：販売単位数、下段：％）

合 計
100㎡
以下

101～120
㎡以下

121～160
㎡以下

161～200
㎡以下

201～250
㎡以下

251～300
㎡以下

300㎡超 無回答
平均
(㎡)

3,722 13 57 414 924 1219 427 272 396

0.4 1.7 12.4 27.8 36.7 12.8 8.2

18 0 1 3 7 4 0 1 2

0.0 6.3 18.8 43.8 25.0 0.0 6.3

282 1 4 49 84 78 20 10 36

0.4 1.6 19.9 34.1 31.7 8.1 4.1

523 1 13 79 140 118 39 13 120

0.2 3.2 19.6 34.7 29.3 9.7 3.2

611 2 7 67 145 136 50 24 180

0.5 1.6 15.5 33.6 31.6 11.6 5.6

277 1 5 40 97 86 20 9 19

0.4 1.9 15.5 37.6 33.3 7.8 3.5

218 1 7 31 70 79 18 7 5

0.5 3.3 14.6 32.9 37.1 8.5 3.3

279 2 8 35 64 109 38 18 5

0.7 2.9 12.8 23.4 39.8 13.9 6.6

257 1 3 18 54 121 30 27 3

0.4 1.2 7.1 21.3 47.6 11.8 10.6

268 1 0 17 61 99 51 33 6

0.4 0.0 6.5 23.3 37.8 19.5 12.6

317 2 2 25 58 145 44 32 9

0.6 0.6 8.1 18.8 47.1 14.3 10.4

214 0 0 6 41 92 44 25 6

0.0 0.0 2.9 19.7 44.2 21.2 12.0

124 0 1 3 26 58 19 15 2

0.0 0.8 2.5 21.3 47.5 15.6 12.3

152 0 1 20 24 59 28 18 2

0.0 0.7 13.3 16.0 39.3 18.7 12.0

57 1 1 9 14 15 8 8 1

1.8 1.8 16.1 25.0 26.8 14.3 14.3

59 0 1 4 16 6 9 23 0

0.0 1.7 6.8 27.1 10.2 15.3 39.0

44 0 3 6 12 10 6 7 0

0.0 6.8 13.6 27.3 22.7 13.6 15.9

18 0 0 2 8 3 3 2 0

0.0 0.0 11.1 44.4 16.7 16.7 11.1

4 0 0 0 3 1 0 0 0

0.0 0.0 0.0 75.0 25.0 0.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

販

売

開

始

年

販売年不明 187.4

平成９年

平成６年

平成７年

平成８年

平成21年

205.4

199.8

全 体

平成５年

平成20年

平成15年

平成16年

平成12年

平成13年

平成14年

平成10年

平成11年

224.1

188.0

194.7

216.4

205.3

222.6

236.3

221.6

234.8

241.6

231.9

235.7

319.2

244.7

平成18年 201.8

平成19年 212.3

平成17年

表１０ 地域別一戸当たり敷地面積（累計） （上段：販売単位数、下段：％）

合 計
100㎡
以下

101～120
㎡以下

121～160
㎡以下

161～200
㎡以下

201～250
㎡以下

251～300
㎡以下

300㎡超 無回答
平均
(㎡)

3,722 13 57 414 924 1,219 427 272 396

0.4 1.7 12.4 27.8 36.7 12.8 8.2

1,426 5 27 198 427 430 121 56 162

0.4 2.1 15.7 33.8 34.0 9.6 4.4

945 2 6 87 249 337 123 66 75

0.2 0.7 10.0 28.6 38.7 14.1 7.6

806 6 23 111 174 253 67 65 107

0.9 3.3 15.9 24.9 36.2 9.6 9.3

545 0 1 18 74 199 116 85 52

0.0 0.2 3.7 15.0 40.4 23.5 17.2

（参考） 23.6 13.7

注１：土地所有権一戸建住宅のデータは、（財）住宅金融普及協会の「全国分譲戸建住宅価格調査（平成14年４月調査）」による。

注２：下段の％は無回答を除いた数値である。

200㎡超

8.8

255.0

127.7

224.1

208.8

224.9

220.8

その他の地域

全 体

首都圏

中部圏

近畿圏

三
大
都
市
圏

土地所有権一戸建住宅

53.9

120㎡以下

② 延床面積

・ 一戸当たりの延床面積について、累計の平均は１２４.９㎡で、土地所有権一戸建分
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譲住宅の平均９９.６㎡（(財)住宅金融普及協会の「全国分譲戸建住宅価格調査（平成

１４年４月調査）」）に比べ、１.２５倍広い。

・ 年別推移は１２０㎡前後であり大きな変動はない。

表１１ 一戸当たり延床面積の推移 （上段：販売単位数、下段：％）

合 計
100㎡
未満

100～125
㎡未満

125～150
㎡未満

150㎡
以上

無回答
平均
（㎡）

3,722 117 654 875 106 1,970

6.7 37.3 49.9 6.1

18 1 2 1 1 13

20.0 40.0 20.0 20.0

282 4 46 31 2 199

4.8 55.4 37.3 2.4

523 24 74 55 5 365

15.2 46.8 34.8 3.2

611 28 68 67 10 438

16.2 39.3 38.7 5.8

277 13 69 66 8 121

8.3 44.2 42.3 5.1

218 6 72 70 9 61

3.8 45.9 44.6 5.7

279 8 67 92 6 106

4.6 38.7 53.2 3.5

257 2 37 94 11 113

1.4 25.7 65.3 7.6

268 4 40 110 10 104

2.4 24.4 67.1 6.1

317 4 50 96 10 157

2.5 31.3 60.0 6.3

214 5 26 79 11 93

4.1 21.5 65.3 9.1

124 7 30 44 6 37

8.0 34.5 50.6 6.9

152 3 22 28 7 92

5.0 36.7 46.7 11.7

57 4 19 13 6 15

9.5 45.2 31.0 14.3

59 4 15 12 1 27

12.5 46.9 37.5 3.1

44 0 10 13 2 19

0.0 40.0 52.0 8.0

18 0 7 3 1 7

0.0 63.6 27.3 9.1
4 0 0 1 0 3

0.0 0.0 100.0 0.0
注：下段の％は無回答を除いた数値である。

123.3平成21年

126.9平成20年

121.6平成19年

平成17年

平成18年

120.8

126.1

平成16年

125.9

127.2

126.6平成15年

平成13年

平成14年

123.6

平成８年

平成12年

全 体

平成５年

130.3

平成９年

平成10年

平成６年 128.7

平成11年 124.9

123.0

119.9平成７年

124.9

122.8

125.0

123.7

販売年不明 135.3

販

売

開

始

年
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表１２ 地域別一戸当たり延床面積（累計） （上段：販売単位数、下段：％）

合 計
100㎡
未満

100～125
㎡未満

125～150
㎡未満

150㎡
以上

無回答
平均
（㎡）

3,722 117 654 875 106 1,970

6.7 37.3 49.9 6.1

1,426 24 276 308 36 782

3.7 42.9 47.8 5.6

945 61 185 251 31 417

11.6 35.0 47.5 5.9

806 15 125 195 17 454

4.3 35.5 55.4 4.8

545 17 68 121 22 317

7.5 29.8 53.1 9.6

（参考） 100.0 57.6 33.9 7.1 1.4

注１：土地所有権一戸建住宅のデータは、（財）住宅金融普及協会の「全国分譲戸建住宅価格調査（平成14年４月調査）」による。

注２：下段の％は無回答を除いた数値である。

124.9

124.0

近畿圏

全 体

三
大
都
市
圏

首都圏

中部圏

127.4

99.6
土地所有権付一戸建住宅

122.6

その他の地域

125.2

③ 借地期間

借地期間の平均の推移を見ると、公的主体が行った大規模物件（借地期間７１年）の影

響で特に長くなった平成１９年を除くと概ね５０年を少し超える程度で変わっていない。

表１３ 借地期間の推移 （上段：販売単位数、下段：％）

合 計 50年
50年超
51年
未満

51年
51年超
60年
未満

60年
60年超
70年
未満

70年
70年超
100年
未満

100年 100年超 無回答 平均 最長

3,722 1,603 473 466 310 26 6 3 3 7 0 825

55.3 16.3 16.1 10.7 0.9 0.2 0.1 0.1 0.2 0.0

18 11 0 1 0 0 0 0 0 0 0 6

91.7 0.0 8.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

282 112 53 24 1 1 1 0 0 0 0 90

58.3 27.6 12.5 0.5 0.5 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0

523 196 49 23 7 1 0 0 0 0 0 247

71.0 17.8 8.3 2.5 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

611 160 45 25 22 3 1 0 0 0 0 355

62.5 17.6 9.8 8.6 1.2 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0

277 137 31 40 48 2 1 0 0 0 0 18

52.9 12.0 15.4 18.5 0.8 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0

218 152 13 35 11 1 0 0 1 1 0 4

71.0 6.1 16.4 5.1 0.5 0.0 0.0 0.5 0.5 0.0

279 126 58 57 28 1 0 0 0 0 0 9

46.7 21.5 21.1 10.4 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

257 122 49 55 27 1 1 0 0 0 0 2

47.8 19.2 21.6 10.6 0.4 0.4 0.0 0.0 0.0 0.0

268 127 37 66 27 5 1 0 0 2 0 3

47.9 14.0 24.9 10.2 1.9 0.4 0.0 0.0 0.8 0.0

317 143 22 32 40 2 0 0 0 0 0 78

59.8 9.2 13.4 16.7 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

214 112 30 28 31 3 0 0 0 1 0 9

54.6 14.6 13.7 15.1 1.5 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0

124 55 14 20 29 2 0 3 0 0 0 1

44.7 11.4 16.3 23.6 1.6 0.0 2.4 0.0 0.0 0.0

152 72 38 18 17 4 0 0 1 2 0 0

47.4 25.0 11.8 11.2 2.6 0.0 0.0 0.7 1.3 0.0

57 27 14 8 7 0 1 0 0 0 0 0

47.4 24.6 14.0 12.3 0.0 1.8 0.0 0.0 0.0 0.0

59 26 7 18 7 0 0 0 1 0 0 0

44.1 11.9 30.5 11.9 0.0 0.0 0.0 1.7 0.0 0.0

44 19 10 7 8 0 0 0 0 0 0 0

43.2 22.7 15.9 18.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

18 6 2 9 0 0 0 0 0 1 0 0

33.3 11.1 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.6 0.0

4 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 3

0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

平成19年

平成21年

52年50年8ヶ月平成20年

71年61年5ヶ月

100年51年4ヶ月

51年6ヶ月

全 体 51年2ヶ月 100年

平成14年

平成７年

平成８年

平成15年

平成16年

平成18年

平成17年

平成11年

平成12年

平成13年

平成５年

平成６年

平成９年

平成10年

61年

50年6ヶ月

51年

50年8ヶ月 61年

50年4ヶ月 60年

50年2ヶ月

50年10ヶ月

60年

51年9ヶ月 100年

51年11ヶ月 100年

51年1ヶ月 70年

50年5ヶ月

100年

61年

50年7ヶ月 61年

60年

51年4ヶ月

51年2ヶ月

50年6ヶ月 62年

100年

販

売

開

始

年

販売年不明 50年6ヶ月 51年
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表１４ 地域別借地期間（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計 50年
50年超
51年
未満

51年
51年超
60年
未満

60年
60年超
70年
未満

70年
70年超
100年
未満

100年 100年超 無回答 平均 最長

3,722 1,603 473 466 310 26 6 3 3 7 0 825

55.3 16.3 16.1 10.7 0.9 0.2 0.1 0.1 0.2 0.0

1,426 635 157 80 189 5 0 2 1 4 0 353

59.2 14.6 7.5 17.6 0.5 0.0 0.2 0.1 0.4 0.0

945 514 112 86 18 6 3 0 0 1 0 205

69.5 15.1 11.6 2.4 0.8 0.4 0.0 0.0 0.1 0.0

806 305 110 156 80 0 2 0 2 0 0 151

46.6 16.8 23.8 12.2 0.0 0.3 0.0 0.3 0.0 0.0

545 149 94 144 23 15 1 1 0 2 0 116

34.7 21.9 33.6 5.4 3.5 0.2 0.2 0.0 0.5 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

その他の地域

全 体

首都圏

中部圏

近畿圏

三
大
都
市
圏

51年5ヶ月 100年

51年2ヶ月

51年6ヶ月

100年

100年

100年

75年

50年6ヶ月

50年8ヶ月

④ 一時金

ア 一時金の種類

・ 保証金方式は、累計で３,２０５販売単位（９３.１％）となっている。

・ 権利金方式は、累計で９０販売単位（２.６％）となっている。

・ 保証金と権利金の両方を徴収する併用方式は、累計で１２２販売単位（３.５％）

となっている。

・ 前払賃料方式は、累計で２０販売単位（０.６％）となっている。

・ 一時金を徴収しないのは、累計で７販売単位（０.２％）のみである。

※ 保証金とは、借地人の債務（賃料不払、期間満了時の原状回復等）の担保として土

地所有者に預託され、契約終了後、通常無利息で返還されるもの。

※ 権利金とは、定期借地権設定の対価であり、借地人に返還されないもの。

表１５ 地域別一時金の種類（累計）（上段：販売単位数、下段：％）
合 計 保証金 権利金 前払賃料 併用 一時金なし （複数回答数） 無回答

3,739 3,205 90 20 122 7 （17） 295

93.1 2.6 0.6 3.5 0.2

1,432 1,269 19 6 21 5 （6） 112

96.1 1.4 0.5 1.6 0.4

947 840 23 2 31 1 （2） 50

93.6 2.6 0.2 3.5 0.1

807 641 32 2 45 0 （1） 87

89.0 4.4 0.3 6.3 0.0

553 455 16 10 25 1 （8） 46

89.7 3.2 2.0 4.9 0.2

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

その他の地域

全 体

三
大
都
市
圏

首都圏

中部圏

近畿圏

イ 保証金方式の保証金額

・ 保証金額は、平成１２年に平均７７５.６万円でピークとなって以後、下降傾向が

続いており、平成２１年は更に大幅に低下し、平均１３３.３万円となっている。こ

れは、島根県境港市で大量販売された物件の保証金額が１００万円という低額に設定

されていることが原因である。
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・ 累計での保証金額の平均は約５８０万円となっており、地域別に見ると、首都圏が

最も高く、近畿圏、中部圏、その他の地域の順になっている。

・ 累計での土地価格に対する保証金の割合は平均で１７.７％となっており、地域別

に見ると、首都圏が最も高く、近畿圏、その他の地域の順となっており、中部圏が最

も低い。

表１６ 保証金の推移 （上段：販売単位数、下段：％）

合 計
250万円
未満

250～
500万円
未満

500～
1000万円

未満

1000～
1500万円

未満

1500～
2000万円

未満

2000万円
以上

無回答
平均

（万円）

3,205 582 1,069 1,002 278 92 55 127

18.9 34.7 32.6 9.0 3.0 1.8

13 3 3 6 1 0 0 0

23.1 23.1 46.2 7.7 0.0 0.0

257 11 65 112 34 18 10 7

4.4 26.0 44.8 13.6 7.2 4.0

402 42 104 166 54 11 17 8

10.7 26.4 42.1 13.7 2.8 4.3

462 65 119 162 47 17 4 48

15.7 28.7 39.1 11.4 4.1 1.0

252 41 50 109 33 3 2 14

17.2 21.0 45.8 13.9 1.3 0.8

201 24 53 91 17 9 4 3

12.1 26.8 46.0 8.6 4.5 2.0

263 46 96 87 20 2 6 6

17.9 37.4 33.9 7.8 0.8 2.3

227 30 85 87 15 4 5 1

13.3 37.6 38.5 6.6 1.8 2.2

252 46 114 59 18 11 1 3

18.5 45.8 23.7 7.2 4.4 0.4

288 60 132 61 22 8 1 4

21.1 46.5 21.5 7.7 2.8 0.4

194 63 81 26 11 4 0 9

34.1 43.8 14.1 5.9 2.2 0.0

108 34 59 12 2 1 0 0

31.5 54.6 11.1 1.9 0.9 0.0

138 54 46 11 0 1 2 24

47.4 40.4 9.6 0.0 0.9 1.8

52 22 20 7 1 1 1 0

42.3 38.5 13.5 1.9 1.9 1.9

38 21 13 2 0 1 1 0

55.3 34.2 5.3 0.0 2.6 2.6

36 12 19 2 2 1 0 0

33.3 52.8 5.6 5.6 2.8 0.0

18 8 9 1 0 0 0 0

44.4 50.0 5.6 0.0 0.0 0.0

4 0 1 1 1 0 1 0

0.0 25.0 25.0 25.0 0.0 25.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

平成15年

全 体

平成５年

平成７年

平成８年

平成６年

販

売

開

始

年

平成18年

平成16年

平成17年

平成14年

平成12年

平成13年

平成10年

平成９年

平成11年

平成21年

581.8

628.0

686.3

709.5

620.7

613.9

641.2

653.8

775.6

651.7

499.8

1,218.9

417.1

354.4

286.4

364.5

平成19年

333.7平成20年

133.3

246.3

販売年不明
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表１７ 地域別保証金の分布（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
250万円
未満

250～
500万円
未満

500～
1000万円

未満

1000～
1500万円

未満

1500～
2000万円

未満

2000万円
以上

無回答
平均

（万円）

3,205 582 1,069 1,002 278 92 55 127

18.9 34.7 32.6 9.0 3.0 1.8

1,269 81 235 550 227 78 51 47

6.6 19.2 45.0 18.6 6.4 4.2

840 274 396 118 5 0 0 47

34.6 49.9 14.9 0.6 0.0 0.0

641 95 197 264 45 12 4 24

15.4 31.9 42.8 7.3 1.9 0.6

455 132 241 70 1 2 0 9

29.6 54.0 15.7 0.2 0.4 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

全 体

近畿圏

その他の地域

三
大
都
市
圏

首都圏

中部圏

581.8

815.7

318.8

574.4

296.8

表１８ 地域別土地価格に対する保証金の割合（累計）（上段：販売単位数、下段：％）
（保証金／土地価格）×100

10％未満
10～20％

未満
20～30％

未満
30～40％

未満
40～50％

未満
50％以上 無回答

3,205 261 1,062 550 64 9 5 1,254

13.4 54.4 28.2 3.3 0.5 0.3

1,269 53 255 314 48 4 2 593

7.8 37.7 46.4 7.1 0.6 0.3

840 114 408 56 2 0 1 259

19.6 70.2 9.6 0.3 0.0 0.2

641 47 221 116 8 5 2 242

11.8 55.4 29.1 2.0 1.3 0.5

455 47 178 64 6 0 0 160

15.9 60.3 21.7 2.0 0.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

合 計
平均
（％）

首都圏三
大
都
市
圏

中部圏

近畿圏

その他の地域

全 体

16.2

17.7

20.1

14.1

18.8

ウ 権利金方式の権利金額

累計での権利金額の平均は５０６.６万円となっており、首都圏が最も高く、近畿圏、

その他の地域、中部圏の順になっている。

表１９ 地域別権利金の分布（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
100万円
未満

100～200
万円未満

200～300
万円未満

300～500
万円未満

500万円
以上

無回答
平均

（万円）

90 4 15 16 18 36 1

4.5 16.9 18.0 20.2 40.4

19 0 1 3 2 12 1

0.0 5.6 16.7 11.1 66.7

23 3 8 7 5 0 0

13.0 34.8 30.4 21.7 0.0

32 0 3 5 7 17 0

0.0 9.4 15.6 21.9 53.1

16 1 3 1 4 7 0

6.3 18.8 6.3 25.0 43.8

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

首都圏

中部圏

全 体

三
大
都
市
圏

その他の地域

近畿圏

605.6

223.9

506.6

567.5

428.8

エ 併用方式の一時金の金額

・ 累計での併用方式（保証金と権利金の両方を徴収する方式）の一時金の金額の平均

は７２６.０万円である。地域別に見ると首都圏が８６９.２万円、近畿圏が７６８.６

万円、その他の地域が６７５.２万円となっているのに対し、中部圏は２３８.９万円と

低くなっている。
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・ 併用方式の場合、保証金はほとんどが５００万円未満に設定されており、保証金の

金額が１００万円未満の場合では、通常、権利金の金額が保証金の金額より多い。

表２０ 地域別併用方式の金額の分布（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
250万円
未満

250～
500万円
未満

500～
1000万円

未満

1000～
1500万円

未満

1500～
2000万円

未満

2000万円
以上

無回答
平均

（万円）

122 28 37 46 7 2 0 2

23.3 30.8 38.3 5.8 1.7 0.0

21 1 10 8 1 1 0 0

4.8 47.6 38.1 4.8 4.8 0.0

31 21 5 3 0 0 0 2

72.4 17.2 10.3 0.0 0.0 0.0

45 2 18 19 5 1 0 0

4.4 40.0 42.2 11.1 2.2 0.0

25 4 4 16 1 0 0 0

16.0 16.0 64.0 4.0 0.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

全 体

三
大
都
市
圏

869.2

238.9

768.6

675.2その他の地域

首都圏

726.0

近畿圏

中部圏

表２１ 併用方式における保証金と権利金の比較（累計）（上段：販売単位数、下段：％）
保証金平均

100万円
未満

100～250
万円未満

250～500
万円未満

500～
1,000万円

未満

1,000万円
以上

122 36 33 33 16 3 1

29.8 27.3 27.3 13.2 2.5

49 1 15 15 15 3 0

2.0 30.6 30.6 30.6 6.1

59 32 13 14 0 0 0

54.2 22.0 23.7 0.0 0.0

11 2 5 3 1 0 0

18.2 45.5 27.3 9.1 0.0

3 1 0 1 0 0 1

50.0 0.0 50.0 0.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

合計

保証金の方が多い

権利金の方が多い

無回答

合 計 無回答

同額

⑤ 地代

・ 月額地代の平均の推移については、平成１９年までは２.５万円～３.０万円前後で推

移してきたところ、平成２０年は２.０万円と低下し、更に平成２１年は平均７,８０１

円と大幅に低下した。これは、島根県境港市で大量販売された物件の月額地代が５,４

００円という低額に設定されていることによるものである。

・ 土地価格に対する年額地代の割合を見ると、累計の全体では１.２％となっている。

・ 地域別に見ると累計での月額地代の平均は、首都圏、近畿圏がほぼ同額で最も高く、

中部圏、その他の地域の順になっているが、土地価格に対する年額地代の割合では、

近畿圏が最も高くなっている。
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表２２ 月額地代の推移 （上段：販売単位数、下段：％）

合 計
20,000円
未満

20,000～
25,000円
未満

25,000～
30,000円
未満

30,000～
35,000円
未満

35,000～
40,000円
未満

40,000円
以上

無回答
平均
（円）

3,722 602 790 764 522 281 328 435

18.3 24.0 23.2 15.9 8.5 10.0

18 0 4 7 0 2 3 2

0.0 25.0 43.8 0.0 12.5 18.8

282 24 57 56 55 26 36 28

9.4 22.4 22.0 21.7 10.2 14.2

523 53 98 103 66 46 37 120

13.2 24.3 25.6 16.4 11.4 9.2

611 83 111 103 68 40 24 182

19.3 25.9 24.0 15.9 9.3 5.6

277 53 55 66 54 17 10 22

20.8 21.6 25.9 21.2 6.7 3.9

218 30 36 70 37 18 22 5

14.1 16.9 32.9 17.4 8.5 10.3

279 55 62 56 49 24 27 6

20.1 22.7 20.5 17.9 8.8 9.9

257 39 58 60 44 22 25 9

15.7 23.4 24.2 17.7 8.9 10.1

268 57 64 57 31 18 33 8

21.9 24.6 21.9 11.9 6.9 12.7

317 57 87 59 38 19 44 13

18.8 28.6 19.4 12.5 6.3 14.5

214 41 48 42 24 21 26 12

20.3 23.8 20.8 11.9 10.4 12.9

124 29 27 20 19 12 16 1

23.6 22.0 16.3 15.4 9.8 13.0

152 37 39 23 14 3 11 25

29.1 30.7 18.1 11.0 2.4 8.7

57 15 12 11 4 5 8 2

27.3 21.8 20.0 7.3 9.1 14.5

59 8 16 19 8 4 4 0

13.6 27.1 32.2 13.6 6.8 6.8

44 13 10 9 6 4 2 0

29.5 22.7 20.5 13.6 9.1 4.5

18 7 6 3 2 0 0 0

38.9 33.3 16.7 11.1 0.0 0.0

4 1 0 0 3 0 0 0

25.0 0.0 0.0 75.0 0.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

平成10年

平成５年

全 体

平成６年

25,063

27,435

平成13年

平成８年

平成12年

20,106

28,500

29,182

28,009

30,209

24,294

27,321

31,341

27,639

28,466

平成17年

平成15年

平成18年

平成19年

平成20年

平成21年

平成９年

平成16年

平成11年

26,426

26,664

販

売

開

始

年

販売年不明 27,964

平成７年

26,973

7,801

平成14年

26,001

31,804

表２３ 地域別月額地代の分布（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
20,000円
未満

20,000～
25,000円
未満

25,000～
30,000円
未満

30,000～
35,000円
未満

35,000～
40,000円
未満

40,000円
以上

無回答
平均
（円）

3,722 602 790 764 522 281 328 435

18.3 24.0 23.2 15.9 8.5 10.0

1,426 121 203 334 264 137 204 163

9.6 16.1 26.4 20.9 10.8 16.2

945 203 358 199 59 23 4 99

24.0 42.3 23.5 7.0 2.7 0.5

806 54 85 144 182 113 115 113

7.8 12.3 20.8 26.3 16.3 16.6

545 224 144 87 17 8 5 60

46.2 29.7 17.9 3.5 1.6 1.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

近畿圏

首都圏

22,548

31,356

三
大
都
市
圏

中部圏

全 体

その他の地域

31,437

17,872

27,321
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表２４ 地域別土地価格に対する年額地代の割合（累計）（上段：販売単位数、下段：％）
（年額地代／土地価格）×100

0.5％未満
0.5～1.0％

未満
1.0～1.5％

未満
1.5～2.0％

未満
2.0％以上 無回答

3,722 52 742 960 258 76 1,634

2.5 35.5 46.0 12.4 3.6

1,426 25 414 195 47 20 725

3.6 59.1 27.8 6.7 2.9

945 7 168 349 73 24 324

1.1 27.1 56.2 11.8 3.9

806 7 90 242 86 17 364

1.6 20.4 54.8 19.5 3.8

545 13 70 174 52 15 221

4.0 21.6 53.7 16.0 4.6

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

その他の地域

首都圏

中部圏

近畿圏

全 体

三
大
都
市
圏

1.1

合 計

1.2

1.2

1.3

1.1

平均
（％）

⑥ 住宅価格

・ 累計での住宅価格の平均は２,４６８万円である。ほとんどの物件が３,０００万円未

満であり、最も多いのは２,０００万円～２,５００万円未満となっている。

・ 地域別では、首都圏と近畿圏が高く、中部圏とその他地域が相対的に低い価格とな

っている。

表２５ 地域別住宅価格（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
2,000万円

未満

2,000 ～
2,500万円

未満

2,500 ～
3,000万円

未満

3,000 ～
5,000万円

未満

5,000万円
以上

無回答
平均

（万円）

3,722 297 658 551 260 7 1,949

16.8 37.1 31.1 14.7 0.4

1,426 37 188 253 169 5 774

5.7 28.8 38.8 25.9 0.8

945 167 222 115 24 1 416

31.6 42.0 21.7 4.5 0.2

806 30 137 137 50 0 452

8.5 38.7 38.7 14.1 0.0

545 63 111 46 17 1 307

26.5 46.6 19.3 7.1 0.4

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

全 体

首都圏

近畿圏

その他の地域

三
大
都
市
圏

中部圏

2,245.7

2,676.7

2,468.4

2,550.3

2,213.8
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⑦ 周辺の戸建分譲住宅価格との比較

・ 定期借地権付一戸建持家の価格はその周辺にある土地所有権付戸建分譲住宅価

格の５６.７％となった。（定期借地権付一戸建持家の敷地面積は、土地所有権付

戸建分譲住宅の敷地面積より広いので、敷地面積を同規模に修正して比較してい

る。）

・ 地域別に見ると、首都圏が５７.５％、中部圏が５３.４％、近畿圏が５４.９％、そ

の他の地域が５９.５％となっている。

表２６ 地域別修正済戸建分譲住宅と定期借地権付戸建住宅との価格比較（累計）（上段：販売単位数、下段：％）
（保証金＋権利金＋住宅価格）／（修正済戸建分譲価格）

30％未満
30～40％

未満
40～50％

未満
50～60％

未満
60～70％

未満
70～80％

未満
80％以上 無回答

3,722 12 77 260 293 145 64 47 2,824 56.7

1.3 8.6 29.0 32.6 16.1 7.1 5.2

1,426 2 20 72 88 42 15 15 1,172 57.5

0.8 7.9 28.3 34.6 16.5 5.9 5.9

945 6 28 90 115 58 15 10 623 53.4

1.9 8.7 28.0 35.7 18.0 4.7 3.1

806 4 27 69 64 15 16 13 598 54.9

1.9 13.0 33.2 30.8 7.2 7.7 6.3

545 0 2 29 26 30 18 9 431 59.5

0.0 1.8 25.4 22.8 26.3 15.8 7.9

注１：修正済戸建分譲価格＝周辺相場戸建分譲価格×（定期借地権付戸建敷地面積／周辺相場戸建敷地面積）

注２：下段の％は無回答を除いた数値である。

合 計
平均
（％）

全 体

その他の地域

三
大
都
市
圏

首都圏

中部圏

近畿圏
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（３）一般定期借地権付分譲マンションの供給実態

表７（P７）によると、定期借地権付分譲マンションのほとんどは一般定期借地権付分譲

マンションであることから、一般定期借地権付分譲マンションについて集計･分析する。

① 専有床面積

・ 累計での一戸当たりの専有床面積は平均８６.６㎡である。８０～９０㎡未満が２５.

１％と最も多いが、１００㎡以上が２０.７％で２番目に多くなっている。

・ 地域別に見ると、中部圏が最も広く平均９２.９㎡、次いで首都圏の平均８８.９㎡、

その他の地域の平均８１.４㎡、近畿圏の平均７９.２㎡である。

表２７ 地域別一戸当たり専有床面積（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計 70㎡未満
70～75㎡未

満
75～80㎡未

満
80～90㎡未

満
90～100㎡

未満
100㎡以上 無回答

平均
（㎡）

407 58 38 50 96 61 79 25

15.2 9.9 13.1 25.1 16.0 20.7

112 19 9 12 33 21 13 5

17.8 8.4 11.2 30.8 19.6 12.1

137 12 4 11 26 23 48 13

9.7 3.2 8.9 21.0 18.5 38.7

109 24 14 21 24 10 12 4

22.9 13.3 20.0 22.9 9.5 11.4

49 3 11 6 13 7 6 3

6.5 23.9 13.0 28.3 15.2 13.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

86.6

88.9

92.9

全 体

その他の地域

三
大
都
市
圏 79.2

81.4

首都圏

中部圏

近畿圏

② 借地期間

借地期間については、累計の全体の平均が５７年１ヶ月、地域別に見ると、近畿圏が

５３年３ヶ月と若干短いが他は大きな違いはない。

表２８ 地域別借地期間（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計 50年
50年超
52年

52年超
60年
未満

60年
60年超
70年
未満

70年
70年超
80年
未満

80年 80年超 無回答 平均 最長

407 52 125 37 59 86 9 3 2 0 34

13.9 33.5 9.9 15.8 23.1 2.4 0.8 0.5 0.0

112 19 43 15 8 10 5 3 0 0 9

18.4 41.7 14.6 7.8 9.7 4.9 2.9 0.0 0.0

137 13 9 3 30 60 4 0 1 0 17

10.8 7.5 2.5 25.0 50.0 3.3 0.0 0.8 0.0

109 13 59 11 9 11 0 0 0 0 6

12.6 57.3 10.7 8.7 10.7 0.0 0.0 0.0 0.0

49 7 14 8 12 5 0 0 1 0 2

14.9 29.8 17.0 25.5 10.6 0.0 0.0 2.1 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

56年4ヶ月

57年1ヶ月

58年4ヶ月

59年5ヶ月

53年3ヶ月

その他の地域

三
大
都
市
圏

中部圏

全 体

首都圏

近畿圏

80年

80年

73年

80年

62年



20

表２９ 借地期間の推移 （上段：販売単位数、下段：％）

合 計
50年
未満

50年
50年超
52年

52年超
60年
未満

60年
60年超
70年
未満

70年
70年超
80年
未満

80年 80年超 無回答 平均 最長

407 0 52 125 37 59 86 9 3 2 0 34

0.0 13.9 33.5 9.9 15.8 23.1 2.4 0.8 0.5 0.0

2 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0

0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0

9 0 4 0 0 4 0 1 0 0 0 0

0.0 44.4 0.0 0.0 44.4 0.0 11.1 0.0 0.0 0.0

26 0 9 7 2 4 1 1 0 0 0 2

0.0 37.5 29.2 8.3 16.7 4.2 4.2 0.0 0.0 0.0

53 0 9 21 3 6 4 2 0 0 0 8

100.0 0.0 20.0 46.7 6.7 13.3 8.9 4.4 0.0 0.0 0.0

33 0 7 12 1 6 4 0 0 0 0 3

0.0 23.3 40.0 3.3 20.0 13.3 0.0 0.0 0.0 0.0

38 0 8 18 7 2 3 0 0 0 0 0

0.0 21.1 47.4 18.4 5.3 7.9 0.0 0.0 0.0 0.0

39 0 2 21 4 7 3 0 0 0 0 2

0.0 5.4 56.8 10.8 18.9 8.1 0.0 0.0 0.0 0.0

38 0 5 12 4 2 13 0 0 0 0 2

0.0 13.9 33.3 11.1 5.6 36.1 0.0 0.0 0.0 0.0

43 0 0 14 4 8 13 2 0 1 0 1

0.0 0.0 33.3 9.5 19.0 31.0 4.8 0.0 2.4 0.0

32 0 2 8 1 3 6 0 0 0 0 12

0.0 10.0 40.0 5.0 15.0 30.0 0.0 0.0 0.0 0.0

20 0 1 1 1 3 10 0 0 0 0 4

0.0 6.3 6.3 6.3 18.8 62.5 0.0 0.0 0.0 0.0

20 0 1 1 3 6 9 0 0 0 0 0

0.0 5.0 5.0 15.0 30.0 45.0 0.0 0.0 0.0 0.0

19 0 0 0 3 2 14 0 0 0 0 0

0.0 0.0 0.0 15.8 10.5 73.7 0.0 0.0 0.0 0.0

6 0 0 1 0 1 3 1 0 0 0 0

0.0 0.0 16.7 0.0 16.7 50.0 16.7 0.0 0.0 0.0

11 0 3 4 1 1 1 0 1 0 0 0

0.0 27.3 36.4 9.1 9.1 9.1 0.0 9.1 0.0 0.0

7 0 0 1 2 2 0 0 2 0 0 0

0.0 0.0 14.3 28.6 28.6 0.0 0.0 28.6 0.0 0.0

11 0 0 4 1 2 2 2 0 0 0 0

0.0 0.0 36.4 9.1 18.2 18.2 18.2 0.0 0.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

72年

51年7ヶ月 73年

平成21年 57年2ヶ月 70年

平成20年 68年0ヶ月

59年5ヶ月 70年

平成19年

68年平成17年 63年10ヶ月

平成10年

平成11年

平成８年

販

売

開

始

年

月

平成18年

平成12年

平成13年

平成14年

平成15年

平成９年

全 体

平成５年

平成６年

平成７年

平成16年

53年7ヶ月

54年9ヶ月

54年6ヶ月

56年12ヶ月

63年6ヶ月

54年8ヶ月

55年7ヶ月

57年3ヶ月

53年11ヶ月

57年1ヶ月

69年6ヶ月

57年2ヶ月

52年7ヶ月

70年

80年

80年

70年

70年

62年

68年

61年

62年

61年

62年

80年

61年
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③ 一時金

ア 一時金の種類

一時金の種類を見ると、累計では保証金方式が最も多いが（４１.０％）、権利金方式も

少なくなく（３４.３％）、併用（２１.４％）を合わせると権利金方式を採用している販売

単位は全体の５６％となっており、ほとんどが保証金方式である一戸建持家の場合との違

いが明確となっている。

表３０ 地域別一時金の種類（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計 保証金 権利金 前払賃料 併用 一時金なし 無回答

407 153 128 7 80 5 34

41.0 34.3 1.9 21.4 1.3

112 26 44 2 25 1 14

26.5 44.9 2.0 25.5 1.0

137 84 25 2 12 2 12

67.2 20.0 1.6 9.6 1.6

109 25 43 2 33 1 5

24.0 41.3 1.9 31.7 1.0

49 18 16 1 10 1 3

39.1 34.8 2.2 21.7 2.2

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

その他の地域

全 体

三
大
都
市
圏

首都圏

中部圏

近畿圏

イ 保証金方式の保証金額

・ 累計での保証金額の平均は２３２.７万円であり、１００万円～２００万円未満が

最も多く４０.４％を占めている。また、最大は１,７００万円、最小は３.９万円であ

る。

・ 累計での土地価格に対する保証金の割合は平均２１.０％であり、１０％～２０％

未満が３９.０％、２０％～３０％未満が３２.５％となっている。

表３１ 保証金の分布（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
100万円
未満

100～200
万円未満

200～300
万円未満

300～500
万円未満

500万円
以上

無回答
平均

（万円）
最大値
（万円）

最小値
（万円）

153 30 59 18 21 18 7 1,700.0 3.9

20.5 40.4 12.3 14.4 12.3

4 1 2 0 0 0 1 157.5 47.5

33.3 66.7 0.0 0.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

平成21年 89.0

全 体 232.7

表３２ 地域別土地価格に対する保証金の割合（累計）（上段：販売単位数、下段：％）
（保証金／土地価格）×100

10％未満
10～20％

未満
20～30％

未満
30～40％

未満
40～50％

未満
50％以上 無回答

153 9 30 25 8 4 1 76

11.7 39.0 32.5 10.4 5.2 1.3

26 0 5 0 0 0 0 21

0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

84 8 13 19 4 3 1 36

16.7 27.1 39.6 8.3 6.3 2.1

25 0 7 5 0 1 0 12

0.0 53.8 38.5 0.0 7.7 0.0

18 1 5 1 4 0 0 7

9.1 45.5 9.1 36.4 0.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

平均
（％）

21.0

15.1

21.6

20.0

22.4

合 計

全 体

三
大
都
市
圏 近畿圏

その他の地域

首都圏

中部圏
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ウ 権利金方式の権利金額

・ 累計での権利金額の平均は３０９.５万円である。１００万円～２００万円未

満が３０.４％と最も多い。

・ 累計での土地価格に対する権利金の割合は平均２２.９％である。

表３３ 権利金の分布（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
100万円
未満

100～200
万円未満

200～300
万円未満

300～500
万円未満

500万円
以上

無回答
平均

（万円）
最大値
（万円）

最小値
（万円）

128 15 35 18 25 22 13 4,935.0 5.0

13.0 30.4 15.7 21.7 19.1

2 0 0 0 0 1 1 895.0 895.0

0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

平成21年 895.0

308.5全 体

表３４ 地域別土地価格に対する権利金の割合（累計）（上段：販売単位数、下段：％）
（権利金／土地価格）×100

10％未満
10～20％

未満
20～30％

未満
30～40％

未満
40～50％

未満
50％以上 無回答

128 18 16 12 10 3 5 64

28.1 25.0 18.8 15.6 4.7 7.8

44 6 2 2 5 1 2 26

33.3 11.1 11.1 27.8 5.6 11.1

25 3 9 3 1 1 0 8

17.6 52.9 17.6 5.9 5.9 0.0

43 6 4 6 2 1 2 22

28.6 19.0 28.6 9.5 4.8 9.5

16 3 1 1 2 0 1 8

37.5 12.5 12.5 25.0 0.0 12.5

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

24.5

23.4

平均
（％）

合 計

その他の地域

全 体

27.6

18.3

近畿圏

三
大
都
市
圏

首都圏

中部圏

22.9

④ 地代

・ 累計での月額地代の平均は１３,８０９円であり、１.０～１.５万円未満が４１.

４％と最も多くなっている。

・ 累計での土地価格に対する年額地代の割合は平均１.８％であり、１.０～１.５％

未満が２６.１％で最も多くなっている。

表３５ 月額地代の分布（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
5,000円
未満

5,000 ～
10,000円
未満

10,000～
15,000円
未満

15,000～
20,000円
未満

20,000～
25,000円
未満

25,000円
以上

無回答
平均
（円）

407 7 70 146 72 27 31 54

2.0 19.8 41.4 20.4 7.6 8.8

11 1 1 4 2 0 1 2

11.1 11.1 44.4 22.2 0.0 11.1

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

全 体 13,809

14,638平成21年
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表３６ 地域別土地価格に対する年額地代の割合（累計）（上段：販売単位数、下段：％）
（年額地代／土地価格）×100

0.5％未満
0.5～1.0％

未満
1.0～1.5％

未満
1.5～2.0％

未満
2.0～2.5％

未満
2.5％以上 無回答

407 20 23 48 33 20 40 223

10.9 12.5 26.1 17.9 10.9 21.7

112 8 5 10 4 2 2 81

25.8 16.1 32.3 12.9 6.5 6.5

137 3 3 16 21 11 22 61

3.9 3.9 21.1 27.6 14.5 28.9

109 8 9 17 4 4 12 55

14.8 16.7 31.5 7.4 7.4 22.2

49 1 6 5 4 3 4 26

4.3 26.1 21.7 17.4 13.0 17.4

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

その他の地域

全 体

三
大
都
市
圏

首都圏

中部圏

近畿圏

合 計

2.3

1.5

平均
（％）

1.8

1.1

2.1

⑤ 解体準備金及び無償譲渡特約

・ 解体準備金の有無を見ると、「あり」が８５.７％、「なし」が１４.３％である。

・ 期間満了時の無償譲渡特約の有無を見ると、「特約あり」が６７.５％、「特約なし」

が３２.５％である。

・ なお、解体準備金及び無償譲渡特約の有無は、平成１８年以降調査を行っている。

表３７ 解体準備金の有無 （上段：販売単位数、下段：％）

合 計 あり 無し 無回答

58 42 7 9

85.7 14.3

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

表３８ 無償譲渡特約の有無 （上段：販売単位数、下段：％）

合 計
無償譲渡
特約あり

無償譲渡
特約無し

無回答

58 27 13 18

67.5 32.5

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

全 体

全 体

⑥ マンションの価格

・ 累計での定期借地権付分譲マンション価格の平均は２,４５５.０万円で、２,０００

万円以上２,５００万円未満の価格帯が全体の４割を占めている。

表３９ 定期借地権付分譲マンションの価格の分布（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
1,000万円

未満

1,000 ～
1,500万円

未満

1,500 ～
2,000万円

未満

2,000 ～
2,500万円

未満

2,500 ～
3,000万円

未満

3,000万円
以上

無回答
平均

（万円）

407 1 16 67 131 46 66 80

0.3 4.9 20.5 40.1 14.1 20.2
全 体 2,455.0

⑦ 周辺の分譲マンション価格との比較

・ 累計での定期借地権付分譲マンションの価格は、周辺の土地所有権付マンションの

８０.８％となっている。
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・ ７０～８０％未満が全体の３４.８％で最も多く、次いで８０％～９０％未満が２６.

６％となっている。

表４０ 分譲マンションと定期借地権付分譲マンションとの価格比較（累計）（上段：販売単位数、下段：％）
（保証金＋権利金＋住宅価格）／（周辺マンション分譲価格）

50％未満
50～60％

未満
60～70％

未満
70～80％

未満
80～90％

未満
90％以上 無回答

402 8 8 14 55 42 31 244

5.1 5.1 8.9 34.8 26.6 19.6

注：下段の％は無回答を除いた数値である。 保証金、権利金なし 5販売単位

80.8全 体

合 計
平均
（％）
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２. 定期借地権付賃貸マンション・アパートの供給実態

（１）供給量

（全体）

・ 定期借地権付マンション・アパートの平成５年から平成２１年までの供給戸数は累

計で１６,８００戸である。

・ 平成１５年に１,０００戸の大台に乗り、平成１９年、平成２０年は首都圏の供給が

大幅に増加したため大きく戸数を伸ばし、平成２０年は５,７７４戸と過去最高となっ

た。平成２１年は首都圏の供給が激変したため、１,４１９戸となった。

・ 公的主体が関与した定期借地権付賃貸マンション・アパートの供給は、(独)都市再生

機構の民間供給支援型賃貸住宅制度による増加の影響により、平成１７年は１,１３９戸

と急増し、平成２０年には３,３８０戸となった。しかし、平成２１年は当該制度による

供給が大幅に落ち込み、４８３戸（全て当該制度によるもの）となった。（前掲表４（Ｐ

４）を参照）

（地域別）

・ 地域別に見ると、累計で首都圏が８,２４４戸、その他の地域が１,０６９戸、中部

圏が５１７戸、近畿圏が５０５戸となっている。

（種類別）

・ 累計での借地権の種類別を見ると、公的主体は１販売単位を除き全て一般定期借地権

となっているのに対し、民間の場合は建物譲渡特約付借地権の方が多くなっている。

・ 累計での権利の種類を見ると、ほとんどが賃借権となっている。

表４１ 地域別定期借地権付賃貸マンション・アパート供給戸数の推移 （上段：戸数、下段：％）

合 計
平成
５年

平成
６年

平成
７年

平成
８年

平成
９年

平成
10年

平成
11年

平成
12年

平成
13年

平成
14年

平成
15年

平成
16年

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

16,800 0 0 0 49 24 45 135 73 0 46 1,200 1,280 2,066 1,499 3,190 5,774 1,419

100.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.1 0.3 0.8 0.4 0.0 0.3 7.1 7.6 12.3 8.9 19.0 34.4 8.4

8,244 0 0 0 0 0 0 110 0 0 0 0 478 904 612 1,952 3,404 784

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.3 0.0 0.0 0.0 0.0 5.8 11.0 7.4 23.7 41.3 9.5

517 0 0 0 0 24 0 0 0 0 46 0 122 45 11 233 24 12

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.6 0.0 0.0 0.0 0.0 8.9 0.0 23.6 8.7 2.1 45.1 4.6 2.3

505 0 0 0 49 0 0 0 73 0 0 0 0 167 0 148 46 22

100.0 0.0 0.0 0.0 9.7 0.0 0.0 0.0 14.5 0.0 0.0 0.0 0.0 33.1 0.0 29.3 9.1 4.4

9,266 0 0 0 49 24 0 110 73 0 46 0 600 1,116 623 2,333 3,474 818

100.0 0.0 0.0 0.0 9.7 4.6 0.0 1.3 14.5 0.0 8.9 0.0 29.4 52.8 9.5 98.1 55.0 16.2

1,069 0 0 0 0 0 45 25 0 0 0 0 94 266 68 74 233 264

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.2 2.3 0.0 0.0 0.0 0.0 8.8 24.9 6.4 6.9 21.8 24.7

6,465 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,200 586 684 808 783 2,067 337

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 18.6 9.1 10.6 12.5 12.1 32.0 5.2

注：首都圏 ： 茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県

中部圏 ： 愛知県、三重県、岐阜県、静岡県

近畿圏 ： 京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、滋賀県、和歌山県

三
大
都
市
圏

近畿圏

全 体

その他
の地域

無回答

首都圏

中部圏

合計
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表４２ 借地権の種類別・地域別供給状況（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

首都圏 中部圏 近畿圏

134 44 17 14 59

100.0 32.8 12.7 10.4 44.0

43 30 3 4 6

100.0 69.8 7.0 9.3 14.0

1 0 0 0 1

100.0 0.0 0.0 0.0 100.0

44 30 3 4 7

100.0 68.2 6.8 9.1 15.9

23 2 3 1 17

100.0 8.7 13.0 4.3 73.9

67 12 11 9 35

100.0 17.9 16.4 13.4 52.2

90 14 14 10 52

100.0 15.6 15.6 11.1 57.8

その他
の地域

合 計

三大都市圏

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

小 計

全 体

公
的
主
体

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

小 計

民

間

表４３ 借地権の種類別権利の種類（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計 地上権 賃借権 無回答

134 13 116 5

10.1 89.9

43 6 37 0

14.0 86.0

1 1 0 0

100.0 0.0

44 7 37 0

15.9 84.1

23 1 19 3

5.0 95.0

67 5 60 2

7.7 92.3

90 6 79 5

7.1 92.9

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

民

間

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

全 体

公
的
主
体

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

小 計

小 計
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（２）定期借地権付賃貸マンション・アパートの品質・価格等の実態

① 専有床面積

定期借地権付賃貸マンション・アパートの一戸当たり専有床面積は累計での平均で５４.

８㎡であり、事業主体別に見ると、公的主体の平均は５７.２㎡であるのに対し、民間の平

均は５０.５㎡とやや狭くなっている。

表４４ 借地権の種類別一戸当たり専有面積（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計 40㎡未満
40～50㎡

未満
50～55㎡

未満
55～60㎡

未満
60～70㎡

未満
70㎡以上 無回答

平均
（㎡）

134 18 16 12 12 27 11 38

18.8 16.7 12.5 12.5 28.1 11.5

43 1 4 4 1 10 3 20

4.3 17.4 17.4 4.3 43.5 13.0

1 1 0 0 0 0 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

44 2 4 4 1 10 3 20

8.3 16.7 16.7 4.2 41.7 12.5

23 3 2 3 2 4 0 9

21.4 14.3 21.4 14.3 28.6 0.0

67 13 10 5 9 13 8 9

22.4 17.2 8.6 15.5 22.4 13.8

90 16 12 8 11 17 8 18

22.2 16.7 11.1 15.3 23.6 11.1

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

建物譲渡特約付借地権

小 計

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

小 計

一般定期借地権付

50.5

54.8

57.2

全 体

38.8

53.3

49.3

57.2

公
的
主
体

民

間

② 借地期間

公的主体により供給された定期借地権付マンション・アパートの借地期間については、

累計での平均で６３年４ヶ月、最長は９０年である。民間主体については、累計での平均

で４１年３ヶ月、最長７０年である。

表４５ 借地権の種類別借地期間（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
30年以上
35年未満

35年以上
50年未満

50年
50年超
60年
未満

60年以上 無回答 平均 最長

134 50 11 17 28 25 3

38.2 8.4 13.0 21.4 19.1

43 0 0 9 11 23 0

0.0 0.0 20.9 25.6 53.5

1 1 0 0 0 0 0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

44 1 0 9 11 23 0

2.3 0.0 20.5 25.0 52.3

23 0 0 6 14 2 1

0.0 0.0 27.3 63.6 9.1

67 49 11 2 3 0 2

75.4 16.9 3.1 4.6 0.0

90 49 11 8 17 2 3

56.3 12.6 9.2 19.5 2.3

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

41年3ヶ月 70年1ヶ月

63年4ヶ月 90年0ヶ月

60年10ヶ月 70年1ヶ月

32年10ヶ月 50年6ヶ月
民

間

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

小 計

公
的
主
体

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

小 計

90年0ヶ月

90年0ヶ月

30年0ヶ月

全 体 60年5ヶ月

63年5ヶ月

30年0ヶ月
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③ 一時金

ア 一時金の種類

・ 事業者が公的主体の場合は、累計で一時金なしが５０.０％で半分を占め、保証金

が２７.３％、権利金が１８.２％、前払地代が４.５％となっている。

・ 民間の場合は、逆に保証金を取るケースが最も多く４８.８％と約半分となってお

り、次いで権利金との併用が１９.５％、一時金なしが２９.３％である。

表４６ 定期借地権の種類別一時金の種類（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計 保証金 権利金 前払地代 併 用 一時金なし 無回答

134 46 5 2 16 35 30

44.2 4.8 1.9 15.4 33.7

43 6 4 1 0 11 21

27.3 18.2 4.5 0.0 50.0

1 0 0 0 0 0 1

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

44 6 4 1 0 11 22

27.3 18.2 4.5 0.0 50.0

23 20 0 1 1 1 0

87.0 0.0 4.3 4.3 4.3

67 20 1 0 15 23 8

33.9 1.7 0.0 25.4 39.0

90 40 1 1 16 24 8

48.8 1.2 1.2 19.5 29.3

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

全 体

公
的
主
体

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

小 計

民

間

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

小 計

イ 保証金方式の保証金額

保証金方式の場合、累計での全体の保証金額の平均は１２６.６万円であり、公的主体

が１５９.７万円、民間が９４.４万円となっている。

表４７ 定期借地権の種類別保証金の分布（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
100万円
未満

100～200
万円未満

200～300
万円未満

300～500
万円未満

500万円
以上

無回答
平均

（万円）
最大
（万円）

46 30 15 1 0 0 0 126.6 265.6

65.2 32.6 2.2 0.0 0.0

6 1 4 1 0 0 0 159.7 265.6

16.7 66.7 16.7 0.0 0.0

0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

6 1 4 1 0 0 0 159.7 265.6

16.7 66.7 16.7 0.0 0.0

20 17 3 0 0 0 0 98.6 160.0

85.0 15.0 0.0 0.0 0.0

20 12 8 0 0 0 0 87.8 166.7

60.0 40.0 0.0 0.0 0.0

40 29 11 0 0 0 0 94.4 166.7

72.5 27.5 0.0 0.0 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

小 計

全 体

民

間

公
的
主
体

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

小 計

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

ウ 権利金方式の権利金額

権利金方式の場合、累計での全体の権利金額の平均は５８３.３万円と保証金方式に比

べ５倍近い額となっている。
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表４８ 定期借地権の種類別権利金の分布（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
100万円
未満

100～200
万円未満

200～300
万円未満

300～500
万円未満

500万円
以上

平均
（万円）

最大
（万円）

5 2 0 1 0 2 583.3 1,272.7

100.0 40.0 0.0 20.0 0.0 40.0

4 1 0 1 0 2 626.3 1,272.7

100.0 25.0 0.0 25.0 0.0 50.0

0 0 0 0 0 0 0.0 0.0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

4 1 0 1 0 2 626.3 1,272.7

100.0 25.0 0.0 25.0 0.0 50.0

0 0 0 0 0 0 0.0 0.0

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 1 0 0 0 0 28.1 28.1

100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1 1 0 0 0 0 0.0 28.1

100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

全 体

公
的
主
体

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

小 計

民

間

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

小 計

④ 地代

累計で見ると、公的主体では０.５万円未満から２.５万円以上まで幅広く分布しており、

平均は約３.０万円であるが、民間では１.５万円未満の範囲にほぼ収まっており、平均は

約２.２万円である。

表４９ 定期借地権の種類別月額地代の分布（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
5,000円
未満

5,000 ～
10,000円
未満

10,000～
15,000円
未満

15,000～
20,000円
未満

20,000～
25,000円
未満

25,000円
以上

無回答
平均
（円）

134 19 44 28 5 3 10 25 27,013

17.4 40.4 25.7 4.6 2.8 9.2

43 5 4 4 3 2 5 20 29,823

21.7 17.4 17.4 13.0 8.7 21.7

1 0 0 0 0 0 0 1 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

44 5 4 4 3 2 5 21 29,823

21.7 17.4 17.4 13.0 8.7 21.7

23 6 12 4 0 0 1 0 49,716

26.1 52.2 17.4 0.0 0.0 4.3

67 8 28 20 2 1 4 4 9,753

12.7 44.4 31.7 3.2 1.6 6.3

90 14 40 24 2 1 5 4 22,134

16.3 46.5 27.9 2.3 1.2 5.8

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

民

間

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

小 計

全 体

公
的
主
体

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

小 計
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⑤ 家賃

・ 累計での定期借地権付賃貸マンション・アパートの家賃は、５万円～１０万円未満

が７３.１％で最も多く、平均は約１２.４万円である。

・ 公的主体の家賃の平均は約１４.６万円、民間の家賃の平均は約９.４万円である。

表５０ 定期借地権の種類別家賃の分布（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
50,000円
未満

50,000～
100,000円

未満

100,000～
150,000円

未満

150,000～
200,000円

未満

200,000円
以上

無回答
平均
（円）

134 9 68 10 4 2 41 124,248

9.7 73.1 10.8 4.3 2.2

43 3 3 5 4 1 27 146,103

18.8 18.8 31.3 25.0 6.3

1 1 0 0 0 0 0 39,000

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

44 4 3 5 4 1 27 145,705

23.5 17.6 29.4 23.5 5.9

23 1 18 0 0 1 3 142,784

5.0 90.0 0.0 0.0 5.0

67 4 47 5 0 0 11 70,162

7.1 83.9 8.9 0.0 0.0

90 5 65 5 0 1 14 93,988

6.6 85.5 6.6 0.0 1.3

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

建物譲渡特約付借地権

小 計

民

間

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

小 計

公
的
主
体

一般定期借地権付

全 体

⑥ 共益費

累計での共益費の平均は７,０２１円となっており、公的主体の９,１６３円に対し、民

間は２,８２７円となっている。

表５１ 定期借地権の種類別共益費の分布（累計）（上段：販売単位数、下段：％）

合 計
2,500円
未満

2,500～
5,000円
未満

5,000～
7,500円
未満

7,500～
10,000円
未満

10,000円
以上

無回答
平均
（円）

134 28 41 4 2 5 54 7,021

35.0 51.3 5.0 2.5 6.3

43 3 3 3 1 5 28 9,199

20.0 20.0 20.0 6.7 33.3

1 1 0 0 0 0 0 500

100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

44 4 3 3 1 5 28 9,163

25.0 18.8 18.8 6.3 31.3

23 12 3 1 0 0 7 2,377

75.0 18.8 6.3 0.0 0.0

67 12 35 0 1 0 19 2,942

25.0 72.9 0.0 2.1 0.0

90 24 38 1 1 0 26 2,827

37.5 59.4 1.6 1.6 0.0

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

公
的
主
体

全 体

小 計

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

民

間

一般定期借地権付

建物譲渡特約付借地権

小 計
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３. 定期借地権付住宅の二次流通実態

（１）二次流通の推移

① 年次別成約数の推移

「（財）東日本不動産流通機構」、「（社）中部圏不動産流通機構」、「（社）近畿圏不動産流

通機構」、「（社）西日本不動産流通機構」の４団体のデータが揃う平成１６年からの動き

を見ると、一戸建持家はわずかずつではあるが増加している。一方、分譲マンションは各

年１００戸を超え、平成２１年は前年とほぼ同様の１７３戸となっている。

② 二次流通比率

二次流通比率は、各年における定期借地権付住宅の累積戸数（ストック）に対する各年

の二次流通戸数の割合である。

平成２１年では、一戸建持家は０.２％、分譲マンションでは０.９％となっている。

表５２ 全国の二次流通比率（供給数・ストック･二次流通：戸数、流通比率：％）

合計
平成
5年

平成
6年

平成
7年

平成
8年

平成
9年

平成
10年

平成
11年

平成
12年

平成
13年

平成
14年

平成
15年

平成
16年

平成
17年

平成
18年

平成
19年

平成
20年

平成
21年

供給
次期
不明

供給数 36,297 102 1,736 2,662 3,303 2,921 3,083 3,331 4,455 3,509 3,740 2,961 1,514 1,051 425 710 295 422 77

ストック - 102 1,838 4,500 7,803 10,724 13,807 17,138 21,593 25,102 28,842 31,803 33,317 34,368 34,793 35,503 35,798 36,220 77

二次流通 630 1 1 3 3 16 14 22 26 19 32 58 53 69 71 79 81 82 0

流通比率 - 1.0 0.1 0.1 0.0 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.0

供給数 20,711 159 536 1,213 1,726 934 1,389 2,098 1,312 2,281 1,546 1,154 1,369 1,244 698 1,295 1,137 620 0

ストック - 159 695 1,908 3,634 4,568 5,957 8,055 9,367 11,648 13,194 14,348 15,717 16,961 17,659 18,954 20,091 20,711 0

二次流通 998 3 6 4 7 8 10 14 18 31 36 59 108 125 112 110 174 173 0

流通比率 - 1.9 0.9 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3 0.4 0.7 0.7 0.6 0.6 0.9 0.8 0.0

マ
ン
シ
ョ

ン

一
戸
建
て

※供給次期不明の回答を除く

図４ 全国の二次流通比率：一戸建て
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50,000戸
数

0.0%
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1.0%

1.2%

1.4%

1.6%

1.8%

2.0%

ストック

流通比率

ストック 102 1,838 4,500 7,803 10,724 13,807 17,138 21,593 25,102 28,842 31,803 33,317 34,368 34,793 35,503 35,798 36,220

流通比率 0.05 0.07 0.04 0.15 0.10 0.13 0.12 0.08 0.11 0.18 0.16 0.20 0.20 0.22 0.23 0.23
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図５ 全国の二次流通比率：分譲マンション
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（２）平成２１年成約物件の特性

① 地域別

平成２１年の成約物件を見ると、一戸建持家は首都圏と近畿圏が多く、中部圏は少ない

が、分譲マンションでは、首都圏と中部圏が多くなっている。

表５３ 地域別流通事例 （上段：戸数、下段：％）

合計 首都圏 中部圏 近畿圏 その他

82 37 9 28 8

100.0 45.1 11.0 34.1 9.8

173 63 65 33 12

100.0 36.4 37.6 19.1 6.9
マンション

一戸建て

② 権利の種類

平成２１年の成約物件を見ると、一戸建持家では、賃借権が８６.６％と全体の９割近く

を占めており、地上権は１３.４％と約１割強である。分譲マンションでは、地上権が４６.

８％、賃借権は５３.２％となっている。

表５４ 権利の種類 （上段：戸数、下段：％）

合計 地上権 賃借権 不明

82 11 71 0

100.0 13.4 86.6 0.0

173 81 92 0

100.0 46.8 53.2 0.0

一戸建て

マンション

③ 二次流通時の築年数

平成２１年の成約物件を見ると、一戸建持家の二次流通時の築年数は、８年以上９年未

満と９年～１０年未満が１０％を超え高くなっており、比較的新しい物件が多いが、分譲
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マンションの場合は、１３年以上～１４年未満が２４.９％と、より時間の経過したものが

最も高い割合となっている。

表５５ 二次流通時の築年数 （上段：戸数、下段：％）

合計
1年
未満

1年
以上
～
2年
未満

2年
以上
～
3年
未満

3年
以上
～
4年
未満

4年
以上
～
5年
未満

5年
以上
～
6年
未満

6年
以上
～
7年
未満

7年
以上
～
8年
未満

8年
以上
～
9年
未満

9年
以上
～

10年
未満

10年
以上
～

11年
未満

11年
以上
～

12年
未満

12年
以上
～

13年
未満

13年
以上
～

14年
未満

不明

82 1 2 2 6 1 8 7 6 12 9 4 6 8 8 2

100.0 1.2 2.4 2.4 7.3 1.2 9.8 8.5 7.3 14.6 11.0 4.9 7.3 9.8 9.8 2.4

173 2 9 1 13 7 11 13 16 14 10 15 10 9 43 0

100.0 1.2 5.2 0.6 7.5 4.0 6.4 7.5 9.2 8.1 5.8 8.7 5.8 5.2 24.9 0.0

一戸建て

マンション

④ 成約価格帯

平成２１年の成約物件を見ると、一戸建持家では１,０００万円以上～２,０００万円未

満がほぼ半数を占めており、２,５００万円を超えるものは１割以下であるのに対し、分譲

マンションでは多くの物件が５００万円～３,５００万円の間に広く分布している。

また、３,５００万円を超える高額物件も１２％程度存在しており、５,０００万円以上

の物件も４.６％ある。

表５６ 成約価格帯 （上段：戸数、下段：％）

合計
500万
円未
満

500万
円以
上～
1,000
万円
未満

1,000
万円
以上
～

1,500
万円
未満

1,500
万円
以上
～

2,000
万円
未満

2,000
万円
以上
～

2,500
万円
未満

2,500
万円
以上
～

3,000
万円
未満

3,000
万円
以上
～

3,500
万円
未満

3,500
万円
以上
～

4,000
万円
未満

4,000
万円
以上
～

4,500
万円
未満

4,500
万円
以上
～

5,000
万円
未満

5,000
万円
以上

不明

82 7 15 19 20 13 5 2 0 1 0 0 0

100.0 8.5 18.3 23.2 24.4 15.9 6.1 2.4 0.0 1.2 0.0 0.0 0.0

173 13 39 28 30 15 17 10 6 5 2 8 0

100.0 7.5 22.5 16.2 17.3 8.7 9.8 5.8 3.5 2.9 1.2 4.6 0.0

一戸建て

マンション

（３）二次流通物件の価格変化等

平成２１年の成約事例アンケート調査７１件のうち回答のあった４３件については次の

通り。

① 分譲価格の変化

・ 回答のあった４３件のうち、この項について記入してきたものは２５件である。

・ 一戸建持家は平均で３８．７％の下落、分譲マンションは平均で２３．５％の下落

であった。

・ 成約価格の大半は、経年変化に応じて低下しているが、マンションに関しては上昇

している物件もある。上昇している物件は、大手不動産会社の企画したブランドタワ

ーマンションであること、間取りが３ＬＤＫ～４ＬＤＫと広い間取りであること等の

条件が揃っているのが特徴である。
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表５７ 価格の変化

一戸建て マンション

変化率 築年数 変化率 築年数

1 -57.8% 11年8ヶ月 1 -57.1% 13年4ヶ月

2 -55.6% 9年8ヶ月 2 -50.6% 10年7ヶ月

3 -51.9% 11年7ヶ月 3 -45.0% 11年9ヶ月

4 -51.4% 9年2ヶ月 4 -31.0% 5年11ヶ月

5 -47.7% 9年10ヶ月 5 -28.6% 7年7ヶ月

6 -45.6% 8年0ヶ月 6 -26.5% -

7 -42.5% 6年10ヶ月 7 -25.0% 6年0ヶ月

8 -34.7% 12年11ヶ月 8 -24.2% 7年6ヶ月

9 -32.3% 10年4ヶ月 9 -16.6% 10年3ヶ月

10 -26.7% 3年7ヶ月 10 1.6% 6年1ヶ月

11 -22.2% 5年1ヶ月 11 8.3% 6年1ヶ月

12 -20.7% 6年10ヶ月 12 13.2% 6年2ヶ月

13 -13.7% 8年7ヶ月

平均 -38.7% 平均 -23.5%

順位 順位

② 一時金の変化

回答があった事例については、新築時の一時金の額から変化はない。

③ 月額地代の変化

・ 月額地代が変わらない物件は５７．１％あった。

・ 新築時から二次流通時に月額地代が下落した物件は、一戸建持家、分譲マンション

とも同数であったが、上昇した物件は一戸建持家が分譲マンションより多かった。

表５８ 新築当初からの月額地代の変化（上段：戸数、下段：％）

合計 下落 上昇 変わらず 無回答

43 4 5 12 22

19.0 23.8 57.1

23 2 3 7 11

16.7 25.0 58.3

20 2 2 5 11

22.2 22.2 55.6

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

一戸建て

マンション

全体

表５９ 新築当初からの月額地代の変化

変化率 (増減額） 築年数 変化率 (増減額） 築年数

1 -5.9% -2,342円)( 6年10ヶ月 1 -3.3% -310円)( 5年11ヶ月

2 -4.1% -1,300円)( 11年8ヶ月 2 -0.4% -30円)( 10年3ヶ月

3 0.0% 0円)( 10年4ヶ月 3 0.0% 0円)( 10年7ヶ月

4 0.0% 0円)( 11年7ヶ月 4 0.0% 0円)( 11年9ヶ月

5 0.0% 0円)( 3年7ヶ月 5 0.0% 0円)( 13年4ヶ月

6 0.0% 0円)( 3年7ヶ月 6 0.0% 0円)( 7年6ヶ月

7 0.0% 0円)( 6年10ヶ月 7 0.0% 0円)( 7年7ヶ月

8 0.0% 0円)( 8年0ヶ月 8 0.9% 170円)( -

9 0.0% 0円)( 8年7ヶ月 9 6.1% 1,450円)( 14年7ヶ月

10 0.2% 100円)( 5年1ヶ月

11 0.4% 80円)( 9年2ヶ月

12 25.0% 8,000円)( 12年11ヶ月

平均 1.3% 378円)( 平均 0.4% 142円)(

一戸建て マンション
順位 順位



35

④ 住宅ローン

・ 住宅ローンが利用されたのは一戸建持家で２３件中９件、分譲マンションでは２０

件中８件あり、貸し手としては、一戸建持家、分譲マンションともに「民間のみ」が

最も多く、次いで「公庫（住宅金融支援機構）のみ」となっている。

・ 土地所有権物件と比べた住宅ローンの条件等については、「取扱民間金融機関を探す

のに苦労した」が最も多くなっており、次いで「融資額が少なかった」が挙げられて

いる。

表６０ 住宅ローン利用の有無 （上段：件数、下段：％）

合計 あり なし

43 17 26

100.0 39.5 60.5

23 9 14

100.0 39.1 60.9

20 8 12

100.0 40.0 60.0

全体

一戸建て

マンション

表６１ 住宅ローン利用の種類 （上段：件数、下段：％）

合計 公庫のみ 民間のみ 共済のみ
社内融資

のみ
その他

公庫
＋民間
併用

無回答

17 4 11 0 0 0 1 1

25.0 68.8 0.0 0.0 0.0 6.3

9 2 6 0 0 0 0 1

25.0 75.0 0.0 0.0 0.0 0.0

8 2 5 0 0 0 1 0

25.0 62.5 0.0 0.0 0.0 12.5

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

全体

一戸建て

マンション

表６２ 土地所有権物件に比べた住宅ローン条件等 （上段：件数、下段：％） （※複数回答）

合計
取扱民間金融
機関を探すの
に苦労した

融資額が
少なかった

融資期間が
短かった

融資金利が
高かった

その他 無回答

17 11 2 1 1 2 28

100.0 64.7 11.8 5.9 5.9 11.8

8 5 0 1 1 1 16

100.0 62.5 0.0 12.5 12.5 12.5

9 6 2 0 0 1 12

100.0 66.7 22.2 0.0 0.0 11.1

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

一戸建て

マンション

全体
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４．定期借地権制度の課題

（１）民間事業者アンケート調査

① 情報の普及状況

・ 「法的な仕組み等の基礎的な情報が不足している」が５１.８％と過半数を占めてい

る。

・ より事業に密着した「地代の設定方法や契約内容等の事業化に必要な情報が不足し

ている」も２２.９％あり、その内訳としては「時代に即した地代・保証金の算出・設

定方法」が最も多く、次いで「契約書類の統一フォーマット」が挙げられている。

表６３ 一般定期借地権又は建物譲渡特約付借地権に関する情報の普及状況について （※複数回答）

回 答 団 体 数

法的な仕組み等の基礎的な情報が不足している 43 51.8%

地代の設定方法や契約書内容等の事業化に必要な情報が不足している（※） 19 22.9%

情報は充足している 24 28.9%

無回答 4 4.8%

上記「（※）」の内訳 （※複数回答）

回 答 数

時代に即した地代・保証金の算出・設定方法

中途解約・転売の対処方法

トラブルに対する法的相談窓口

契約書類の統一フォーマット

リーマンショック以降の定借購入者層の動向

具体的な記入がなかった

1

2

1

10

83

19

6

1

② 土地所有者が定期借地権の活用を決めたと考えられる理由

・ 「長期安定収入が見込める」及び「借金をせずに土地活用が出来る」が多くなって

いる。

・ ２６.５％ある「その他」の内訳は、「所有権を手放さずに土地を活用できる」及び

「税金（固定資産税・相続税・保有税等）対策」が多くなっており、「更新がない」及

び「所有権での販売が難しい」との回答も複数あった。
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表６４ 土地所有者が一般定期借地権等の活用を決めたと考える理由について （※複数回答）

回 答 団 体 数

長期安定収入が見込める 41 49.4%

借金をせずに土地活用が出来る 39 47.0%

他の土地活用手法（駐車場、アパート経営）よりも収益性が高い 5 6.0%

整然とした街並みづくりに貢献できる 12 14.5%

その他（※） 22 26.5%

無回答 4 4.8%

上記「その他（※）」の内訳 （※複数回答）

回 答 数

所有権を手放さずに土地を活用できる

税金（固定資産税・相続税・保有税等）対策

更新がない

所有権での販売が難しい

多少不便な土地でも有効活用できる

具体的な記入がなかった

3

2

1

1

83

22

9

6

③ 土地所有者が定期借地権を活用するに当たって感じている障害

・ 「最低５０年という借地期間が長すぎる」が５６.６％と最も多く、次いで「他の土

地活用手法（駐車場・アパート経営）と比較して収益性に問題がある」、「借地に対す

るアレルギーがある」がそれぞれ約４０％程度と多くなっている。

・ １０件あった「その他」の内訳は、「提案するノウハウがない」、「土地の下落により

所有権との差がなくなってきたので、所有権を望む声が多い」、「購入者の需要がある

か不明」がそれぞれ２件あった。
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表６５ 土地所有者が感じている定期借地権活用の障害 （※複数回答）

回 答 団 体 数

他の土地活用手法（駐車場、アパート経営）と比較して収益性に問題がある 34 41.0%

他の土地活用手法（駐車場、アパート経営）と比較して相続税対策上問題がある 7 8.4%

最低５０年以上という借地期間が長すぎる 47 56.6%

借地に対するアレルギーがある 33 39.8%

その他（※） 10 12.0%

無回答 4 4.8%

上記「その他（※）」の内訳 （※複数回答）

回 答 数

提案するノウハウがない

土地の下落により所有権との差がなくなってきたので、所有権を望む方が多い

場所柄、活用できない

購入者の需要があるかどうか不明

契約期間終了後の世情が読めない

中古住宅の場合、購入者が融資を受け難い

具体的な記入がなかった

2

1

1

1

83

2

2

1

10

④ 事業者にとっての定期借地権活用の課題

「土地所有者を説得しにくい」が４８.２％と最も多いが、「所有権でのアパート建設事

業等に比べて収益性が低い」、「社内に一般定期借地権等の専門家がいない」がそれぞれ３

１.３％となっている。
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表６６ 事業者にとっての定期借地権活用の課題 （※複数回答）

回 答 団 体 数

所有権でのアパート建設事業等に比べて収益性が低い 26 31.3%

土地所有者を説得しにくい 40 48.2%

社内に一般定期借地権等の専門家がいない 26 31.3%

その他（※） 9 10.8%

無回答 3 3.6%

上記「その他（※）」の内訳 （※複数回答）

回 答 数

普及率が低いため、土地所有者が利用を控えてしまう

土地の下落により所有権との差がなくなってきたので、定借のニーズが減った

長期優良住宅と定期借地権は相容れない

購入者側に借地に対する抵抗感がある

融資を受け難い

具体的な記入がなかった

1

2

1

1

83

9

1

3

⑤ 不動産証券化の事例の有無

「『資産運用』型、一般定期借地権等を活用して建設した施設を J リート等のファンドに

売却」との回答が１件あった。

表６７ 不動産証券化の事例の有無

回 答 団 体 数

「資産流動化」型
一般定期借地権等を活用して建設した施設をSPC等に売却

0 0.0%

「資産流動化」型
一般定期借地権等を設定した底地をSPC等に売却

0 0.0%

「資産運用」型
一般定期借地権等を活用して建設した施設をJリート等のファンドに売却

1 1.2%

その他 0 0.0%

そのような事例はない 82 98.8%

83
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（２）公的主体アンケート調査

① 団体別実績

・ 全体を見ると定期借地権を活用している団体は累計で８０団体となっている。なお、

このうち、住宅用の土地の貸付けと借用の両方を行っている団体が５団体ある。

・ 平成２１年までに定期借地権又は建物譲渡特約付借地権を活用している８０団体の

うち、公社等が４７と半分以上を占めており、都道府県は５団体、市が２４団体とな

っている。

表６８ 団体別実績（累計）（上段：団体数、下段％）

合 計

80 70 10

100.0 87.5 12.5

33 31 2

100.0 93.9 6.1

5 4 1

100.0 80.0 20.0

24 23 1

100.0 95.8 4.2

4 4 0

100.0 100.0 0.0

0 0 0

0.0 0.0 0.0

47 39 8

100.0 83.0 17.0

※公社等（住宅供給公社、土地開発公社、ＵＲ）

公社等

住宅用に土
地を貸付け
ている団体

住宅用に土
地を借用し
ている団体

全 体

地
方
公
共
団
体

計

都道府県

市(含特別区)

町

村

② 情報の普及状況

・ 最も多かった回答は「基礎的情報の不足」で７１.２％の団体が回答している。「充

足している」と答えた団体は１８.８％である。

・ 団体別に見ると、地方公共団体では「充足している」が１６.７％であるのに対し、

公社等では３６.３％である。

表６９ 情報の普及状況（複数回答）（上段：回答数、下段：％）

合 計

1,275 823 148 217 119

71.2 12.8 18.8

1,134 762 127 172 102

73.8 12.3 16.7

39 18 10 9 4

51.4 28.6 25.7

579 359 76 104 51

68.0 14.4 19.7

436 326 36 50 37

81.7 9.0 12.5

80 59 5 9 10

84.3 7.1 12.9

141 61 21 45 17

49.2 16.9 36.3

※公社等（住宅供給公社、土地開発公社、ＵＲ）

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

事業化に必
要な情報が

不足

充足してい
る

無回答

全 体

基礎的情報
の不足

地
方
公
共
団
体

公社等

市(含特別区)

町

計

都道府県

村
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③ 公有地貸付に際しての課題

・ 定期借地権を活用した公有地の貸付けに際しての課題を尋ねたところ、地方公共団

体では「事例が近くにない」が５９.０％と最も多く、次いで「貸付先に制約がある」、

「公有地等を貸すための手続きが煩雑である｣が多くなっている。

・ 公社等では、「事例が近くにない」が３６.０％と最も多く、次いで「土地代が回収

できない」が２６.４％と多くなっている。

表７０ 公有地貸付に際しての課題（上段：回答数、下段：％）

定期借地権活用（公有地貸付）に際しての課題（複数回答）

合 計

1,275 285 189 80 315 226 230 690 131 57

23.4 15.5 6.6 25.9 18.6 18.9 56.7 10.8

1,134 270 185 47 293 211 207 645 95 41

24.7 16.9 4.3 26.8 19.3 18.9 59.0 8.7

39 10 3 3 13 8 4 15 7 1

26.3 7.9 7.9 34.2 21.1 10.5 39.5 18.4

579 160 92 28 177 92 80 306 56 18

28.5 16.4 5.0 31.6 16.4 14.3 54.5 10.0

436 88 80 14 93 94 105 265 28 19

21.1 19.2 3.4 22.3 22.5 25.2 63.5 6.7

80 12 10 2 10 17 18 59 4 3

15.6 13.0 2.6 13.0 22.1 23.4 76.6 5.2

141 15 4 33 22 15 23 45 36 16

12.0 3.2 26.4 17.6 12.0 18.4 36.0 28.8

※公社等（住宅供給公社、土地開発公社、ＵＲ）

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

地
方
公
共
団
体

計

普通財産に
しないと活用
できない

公有地等を
貸すための
手続きが煩
雑である

市(含特別区)

町

その他
地価が安い
ので借地需
要が無い

事例が近く
に無い

公社等

全 体

都道府県

村

貸付を受け
る民間事業
者等が見当
たらない

貸付先に制
約がある

土地代が回
収できない

無回答

④ 不動産証券化の状況

定期借地権を活用した不動産証券化の実績があると回答した団体は、４団体のみである。
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表７１ 不動産証券化の状況（上段：回答数、下段：％）

不動産証券化について

あ る

1,275 2 0 0 0 2 1,218 53

0.2 0.0 0.0 0.0 0.2 99.7

1,134 1 0 0 0 2 1,083 48

0.1 0.0 0.0 0.0 0.2 99.7

39 0 0 0 0 0 39 0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

579 1 0 0 0 1 560 17

0.2 0.0 0.0 0.0 0.2 99.6

436 0 0 0 0 0 409 27

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

80 0 0 0 0 1 75 4

0.0 0.0 0.0 0.0 1.3 98.7

141 1 0 0 0 0 135 5

0.7 0.0 0.0 0.0 0.0 99.3

※公社等（住宅供給公社、土地開発公社、ＵＲ）

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

無い 無回答
合 計

公有地の貸
付を受けた
ものがＳＰ
Ｃ等を用い
て資金調達
し施設建設
等を実施し

た

公有地の貸
付を受け建
設された施
設がＪリー
ト等のファ
ンドに組み
込まれてい

る

借地して公
的施設を建
設する際の
資金調達に
ＳＰＣ等を
活用した

借地して公
的施設を建
設・管理す
る際にＰＦ
Ｉを活用し

た

その他

全 体

地
方
公
共
団
体

計

都道府県

村

公社等

市(含特別区)

町

⑤ 今後の活用意向

定期借地権に関する今後の活用（貸付又は借用する場合）の動向について尋ねたところ、

「すでに事業化の検討や交渉を行っている」団体は１９団体、「内部で検討中」の団体は２

５団体あり、その大半が地方公共団体である。

表７２ 今後の活用意向（上段：回答数、下段：％）

今後の活用予定

1,275 19 25 1,181 50

1.6 2.0 96.4

1,134 16 21 1,052 45

1.5 1.9 96.6

39 0 3 35 1

0.0 7.9 92.1

579 14 13 536 16

2.5 2.3 95.2

436 2 4 405 25

0.5 1.0 98.5

80 0 1 76 3

0.0 1.3 98.7

141 3 4 129 5

2.2 2.9 94.9

※公社等（住宅供給公社、土地開発公社、ＵＲ）

注：下段の％は無回答を除いた数値である。

公社等

予定は無い 無回答

全 体

地
方
公
共
団
体

計

都道府県

村

市(含特別区)

町

合 計
すでに事業
化の検討や
交渉を行っ

ている

内部で検討
中
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